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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、
書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載して
おりません。なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無
にかかわらず、株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いた
ものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第55回定時株主総会資料

電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

（2022年２月１日から2023年１月31日まで）

ミライアル株式会社
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連結注記表

連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等）

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の状況

①　連結子会社の数 ３社
②　連結子会社の名称 株式会社山城精機製作所

株式会社ミライアル東北
米来迩商貿（上海）有限公司

⑵　非連結子会社の状況
①　非連結子会社の数 ２社
②　非連結子会社の名称 有限会社創進ケミテック

株式会社ミライアルリンク
③　連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためです。

２．持分法の適用に関する事項
⑴ 持分法を適用している非連結子会社及び関連会社

　該当事項はありません。
⑵ 持分法を適用していない非連結子会社（有限会社創進ケミテック・株式会社ミライアルリンク）は、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いて
も連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から
除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社である株式会社山城精機製作所、株式会社ミライアル東北、米来迩商貿（上海）有限公司の
決算日は12月31日であります。
　連結計算書類作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から
連結決算日１月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

・市場価格のない株式等　　 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
　以外のもの 平均法により算定）
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
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①　有形固定資産（リース資産
を除く）

建物及び構築物 10年～35年
機械装置及び運搬具 ８年～12年
金型 ２年

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　②　無形固定資産（リース資産
を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可
能期間（５年）に基づいております。

②　棚卸資産
イ．商品及び製品 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
ロ．原材料 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）
ハ．仕掛品 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）
ニ．貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）
⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法

③　リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

④　長期前払費用 定額法を採用しております。
⑶　重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 当社及び連結子会社は従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に
基づき当連結会計年度に見合う額を計上しております。

③　製品保証引当金 製品のアフターサービスの支払に備えるため、過去の実績に基づき計
上しております。

④　受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における
受注契約に係る損失見込額を計上しております。

－ 2 －
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①　退職給付に係る負債の計上
基準

当社及び連結子会社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年
度末における退職給付債務の見込額に基づき、当連結会計年度末に発
生していると認められる額から、年金資産を控除した額を計上してお
ります。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年
度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定率法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしておりま
す。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(５年)による定額法により按分した額を費用処
理することとしております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果
を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付
に係る調整累計額に計上しております。

⑷　その他連結計算書類作成のための重要な事項

－ 3 －
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②　収益及び費用の計上基準 当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行
義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する
通常の時点）は以下のとおりであります。
イ．プラスチック成形事業

プラスチック成形事業においては、主に半導体に関連する商品の
販売、製品の製造及び販売を行っております。このような商品及
び製品の販売については、商品及び製品の支配が顧客に移転した
と判断した時点で履行義務が充足されると判断し収益を認識して
おります。ただし、国内の販売においては出荷時から当該商品及
び製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である
場合は、出荷時に収益を認識しております。なお、取引の対価は
履行義務を充足してから概ね１年以内に受領しており、重要な金
融要素は含まれておりません。

ロ．成形機事業
成形機事業においては、成形機、金型の製造及び販売とこれらに
附帯する業務を行っております。成形機及び金型の販売について
は、一定の期間にわたって履行義務が充足されると判断してお
り、期間がごく短いものを除き、顧客に提供する当該履行義務の
充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。履行義務の
充足に係る進捗度の見積り方法については見積総原価に対する発
生原価の割合に基づくインプット法を用いております。なお、こ
れらの約束した対価の額に重要な金融要素は含まれていないため
調整しておりません。履行義務に対する対価は、顧客に履行義務
を充足する時点と顧客の支払条件により概ね1年以内に受領して
おります。また、部品の国内販売については、出荷時から当該製
品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であること
から、出荷時に収益を認識しております。取引の対価は履行義務
を充足してから概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は
含まれておりません。
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（会計方針の変更に関する注記）
１．収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当
該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、
一部の取引について、従来は、一時点で収益を認識していたものを、一定の期間にわたり充足される履行義
務と判断し、進捗度に基づいて収益を認識することに変更しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会
計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」
は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示しております。
　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の連結貸借対照表は、「受取手
形、売掛金及び契約資産」は394,431千円増加し、商品及び製品は147,889千円減少し、仕掛品は132,711
千円減少しております。当連結会計年度の連結損益計算書は、売上高は183,722千円増加し、売上原価は
99,135千円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ84,587千円増加しており
ます。
　当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の利
益剰余金の期首残高は22,610千円増加しております。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計
基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用しております。
　これによる、連結計算書類に与える影響はありません。

－ 5 －
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繰延税金資産 141,427千円
繰延税金負債 20,127千円

有形固定資産 8,392,183千円
無形固定資産 48,524千円

（会計上の見積りに関する注記）
１．繰延税金資産の回収可能性
　⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　　　　連結貸借対照表には、同一納税主体間の繰延税金資産と繰延税金負債を相殺した金額を計上して
おります。

　⑵　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　　　　繰延税金資産の回収可能性は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見

積っており、回収可能と認められない金額については評価性引当金を計上しております。
　　　　　当該見積りは、将来の不確実な経済状況の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に

発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類に
重要な影響を与える可能性があります。

２．固定資産の減損
　⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　⑵　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　　　　当社グループでは固定資産の減損について、管理会計上使用している事業区分を基礎として製品

の特性等に応じて資産をグルーピングしたうえで減損の兆候の把握を行っております。減損の兆候
は、営業活動から生ずる損益の継続的なマイナス、市場価格の著しい下落に加え、経営環境の著し
い悪化や使用範囲又は方法について回収可能価額を著しく低下させる変化の有無等の観点から把握
を行っております。

　　　　　減損の兆候が把握された場合には、事業計画を基礎として、将来に獲得しうるキャッシュ・フロ
ーを見積り、減損損失の認識の判定を実施します。また、減損損失の測定を行う場合には、割引率
等について一定の仮定を設定します。

　　　　　これらの見積りは、将来の不確実な経済状況の変動などによって影響を受ける可能性があり、実
際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影
響を与える可能性があります。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 14,830,887千円

　受取手形 35,186千円
　売掛金 3,291,794千円
　契約資産 394,431千円

　受取手形 3,199千円
　電子記録債権 34,378千円
　支払手形 7,284千円
　電子記録債務 21,026千円

場所 用途 種類 減損損失（千円）
熊本県菊池市 遊休資産 金型 222,397

（追加情報）
（新型コロナウイルス感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の影響は一定期間継続し業績に影響を及ぼす可能性があるものの、現時点にお
いて会計上の見積りに重要な影響を与えるものではないと判断しております。しかしながら、新型コロナウ
イルス感染症の影響は不確定要素が多く、翌連結会計年度の当社グループの財政状態、経営成績に影響を及
ぼす可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

　上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれております。

2．顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高は、それぞれ以下のとおりです。

3．連結会計年度末日満期手形等の処理
　期末日満期手形等の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。な
お、連結子会社の期末日が金融機関の休日であり、期末日満期手形等の金額は次のとおりであります。

（連結損益計算書に関する注記）
１．減損損失
　　　以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　　　　資産のグルーピングは、管理会計上の区分に基づき決定しており、遊休資産については、個々の資産ご
　　　とに減損損失の認識の判定及び測定を決定しております。
　　　　当連結会計年度において、遊休資産については収益性が低下したため、各資産の帳簿価額を回収可能価
　　　額まで減額し当該減少価額を減損損失として特別損失に計上しております。
　　　　なお、減損損失の測定における回収可能価額は使用価値によっておりますが、将来キャッシュ・フロー
　　　が見込まれないことから、当該遊休資産の帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。
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普通株式 10,120,000株

2022年４月26日開催の第54回定時株主総会決議による配当に関する事項
①　配当金の総額 225,096千円
②　１株当たり配当金額 25円
③　基準日 2022年１月31日
④　効力発生日 2022年４月27日
2022年９月８日開催の取締役会決議による配当に関する事項
①　配当金の総額 225,231千円
②　１株当たり配当金額 25円
③　基準日 2022年７月31日
④　効力発生日 2022年10月11日

①　配当金の総額 270,278千円
②　１株当たり配当金額 30円
③　基準日 2023年１月31日
④　効力発生日 2023年４月26日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度の末日における当社の発行済株式の総数

２．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額等

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
　2023年４月25日開催予定の第55回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

－ 8 －
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連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

投資有価証券
その他有価証券 365,770 365,770 -

資　産　計 365,770 365,770 -

区分 当連結会計年度
非上場株式 6,000

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
　当社グループにおける資金運用については、短期的な預金、並びにリスクの低い長期預金等に限定し、
また、資金調達については、銀行借入による方針です。
　営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお
ります。当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、与信管理規程に基
づき与信を管理することにより、取引先の信用状況を把握する体制としております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており
ます。当該リスクに関しては四半期ごとに時価の把握を行っております。
　営業債務である支払手形及び買掛金並びに電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。
　また、支払手形及び買掛金、電子記録債権並びに未払法人税等は、流動性リスクに晒されております
が、当社グループでは各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

（注）１．「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び契約資産」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「電
子記録債務」「未払法人税等」については現金であること、及び短期で決済されるため時価が帳簿価
額に近似するものであることから、注記を省略しております。

（注）２．市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照
表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）

－ 9 －
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 365,770 ― ― 365,770

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合は、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価算定に係るインプットの説明
その他有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。

－ 10 －
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プラスチック成形事業 成形機事業 合計
一時点で移転される財 13,003,708 504,159 13,507,867
一定の期間にわたり移転される財 3,205 754,154 757,359
顧客との契約から生じる収益 13,006,913 1,258,313 14,265,227
外部顧客への売上高 13,006,913 1,258,313 14,265,227

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 2,640,975
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 3,326,980
契約資産（期首残高） 210,708
契約資産（期末残高） 394,431

１．１株当たり純資産額 2,348円12銭
２．１株当たり当期純利益 174円36銭

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等）４．
会計方針に関する事項(4)その他連結計算書類作成のための重要な事項②収益及び費用の計上基準」に記載
のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の金額を理解するための情報
⑴　契約資産の残高等

（単位：千円）

　契約資産は、一定の期間にわたり履行義務が充足される取引において、進捗度に応じて認識した収益
にかかる未請求の対価に対する権利に関するものであります。なお、受領する対価に対する権利が無条
件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振替えられます。

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
　当初に予想される契約期間が１年を超える契約がないため、記載を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

－ 11 －
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⑴　有形固定資産（リース資産
を除く）

建物 15年～35年
機械装置 ８年
金型 ２年

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については、定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　⑵　無形固定資産(リース資産
を除く)

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可
能期間（５年）に基づいております。

個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券

①　子会社株式 移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・市場価格のない株式等 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却価格は移動
　以外のもの　　　　 平均法により算定）
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

⑵　棚卸資産
①　商品及び製品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）
②　原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法）
③　仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）
④　貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）
２．固定資産の減価償却の方法

⑶　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

⑷　長期前払費用 定額法を採用しております。

－ 12 －
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収益の計上基準 当社は、主に半導体に関連する商品の販売、製品の製造及び販売を行
っております。このような商品及び製品の販売については、商品及び
製品の支配が顧客に移転したと判断した時点で履行義務が充足される
と判断し収益を認識しております。ただし、国内の販売においては出
荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通
常の期間である場合は、出荷時に収益を認識しております。なお、取
引の対価は履行義務を充足してから概ね１年以内に受領しており、重
要な金融要素は含まれておりません。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑵　賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に見
合う額を計上しております。

⑶　受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注
契約に係る損失見込額を計上しております。

⑷　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
の見込額に基づき、当事業年度末に発生していると認められる額か
ら、年金資産を控除した額を計上しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（５年）により定率法により按分した額を
それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(５年)による定額法により按分した額を費用処
理することとしております。

４．重要な収益及び費用の計上基準

５．その他計算書類作成のための基本となる事項
退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用

の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの
会計処理の方法と異なっております。
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（会計方針の変更に関する注記）
１．収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財
又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、一部
の取引について、従来は、一時点で収益を認識していたものを、一定の期間にわたり充足される履行義務と
判断し、進捗度に基づいて収益を認識することに変更しております。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従
っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の
期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
　また、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売掛金」及び「受取手形」は、
当事業年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示しております。
　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の貸借対照表は、「受取手形、売掛
金及び契約資産」は25,980千円増加し、仕掛品は30,697千円減少しております。当事業年度の損益計算書
は、売上高は9,095千円減少し、売上原価は6,008千円減少し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益
はそれぞれ3,086千円減少しております。
　当事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の繰越利益剰
余金の期首残高は2,261千円増加しております。

２．時価の算定に関する会計基準等の適用
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準
等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用しております。
　これによる、計算書類に与える影響はありません。
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繰延税金資産 167,036千円

有形固定資産 7,691,363千円
無形固定資産 31,510千円

（表示方法の変更に関する注記）
（貸借対照表）
　前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「支払手形」（当事業年度は、22,391千円）は、金額
的重要性が乏しくなったため、当事業年度より、「支払手形及び買掛金」に含めて表示しております。

（会計上の見積りに関する注記）
１．繰延税金資産の回収可能性
　⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

　　　　　貸借対照表には、繰延税金資産と繰延税金負債を相殺した金額を計上しております。
　⑵　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　　　　詳細は「連結注記表　（会計上の見積りに関する注記）１．繰延税金資産の回収可能性」に記載

のとおりであります。

２．固定資産の減損
　⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

　⑵　識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　　　　　詳細は「連結注記表　（会計上の見積りに関する注記）２．固定資産の減損」に記載のとおりで

あります。

（追加情報）
（新型コロナウイルス感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の影響は一定期間継続し業績に影響を及ぼす可能性があるものの、現時点にお
いて会計上の見積りに重要な影響を与えるものではないと判断しております。しかしながら、新型コロナウ
イルス感染症の影響は不確定要素が多く、翌事業年度の当社の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性が
あります。
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短期金銭債権 10,033千円
短期金銭債務 172,553千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 12,816,754千円

営業取引（収入分） 2,917千円
営業取引（支出分） 587,531千円
営業取引以外の取引（収入分） 43,720千円
営業取引以外の取引（支出分） 116,746千円

当事業年度末日における自己株式の数 1,110,728株

（貸借対照表に関する注記）
１．関係会社に対する金銭債権債務

上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれております。

（損益計算書に関する注記）
関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

（株主資本等変動計算書に関する注記）
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繰延税金資産
未払事業税 27,743千円
賞与引当金損金算入限度超過額 74,581千円
棚卸資産償却額否認 24,694千円
退職給付引当金超過額 94,009千円
役員退職慰労未払金 40,140千円
減損損失 153,126千円
関係会社株式 238,720千円
その他 129,986千円
繰延税金資産計 783,001千円
評価性引当額 △519,769千円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 △45,579千円
その他有価証券評価差額金 △7,571千円
圧縮積立金 △43,044千円
繰延税金負債計 △96,195千円

繰延税金資産の純額 167,036千円

１．１株当たり純資産額 2,212円71銭
２．１株当たり当期純利益 166円86銭

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（収益認識に関する注記）
　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　（収益認識に関する注記）」に同一の内容を記
載しているため、注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
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